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 24 東日本大震災復興特別委員会

【第201回国会】

（1）委員名簿（45人）

委員長 伊藤  也君 自民 

理 事 小里  泰弘君 自民      理 事 小田原  潔君 自民 

理 事 高橋 ひなこ君 自民      理 事 冨樫  博之君 自民 

理 事 根本   匠君 自民      理 事 落合  貴之君 立国社 

理 事 谷田川  元君 立国社     理 事 浮島  智子君 公明 

あべ  俊子君 自民          青山  周平君 自民 

安藤  高夫君 自民          安藤   裕君 自民 

伊藤 太郎君 自民          上杉 謙太郎君 自民 

鴨下  一郎君 自民          神田   裕君 自民 

木村  次郎君 自民          黄川田 仁志君 自民 

国光 あやの君 自民          小寺  裕雄君 自民 

古賀   篤君 自民          津島   淳君 自民 

中曽根 康隆君 自民          長坂  康正君 自民 

古川  禎久君 自民          穂坂   泰君 自民 

堀内  詔子君 自民          本田  太郎君 自民 

三谷  英弘君 自民          宮澤  博行君 自民 

阿久津 幸彦君 立国社         小熊  慎司君 立国社 

岡本 あき子君 立国社         金子  恵美君 立国社 

岸本  周平君 立国社         玄葉 光一郎君 立国社 

近藤  和也君 立国社         階    猛君 立国社 

矢上  雅義君 立国社         山崎   誠君 立国社 

國重   徹君 公明          高木 美智代君 公明 

高橋 千鶴子君 共産          杉本  和巳君 維新 

（2）設置の目的

東日本大震災からの復興に当たり、その総合的対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案は、内閣提出法律案１件及び議員提出法律案４件（継続審査）で、審査

の概況は、次のとおりである。 

復興庁設置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第33号） 

○ 要旨 

東日本大震災からの復興の状況を踏まえ、東日本大震災からの復興を重点的かつ効果的

に推進するため、復興庁の廃止期限の延長、復興推進計画及び復興整備計画に基づく特例

措置の対象となる地域の重点化、福島県知事による福島復興再生計画の作成及びその内閣

総理大臣による認定並びに復興施策に必要な財源を確保するための特別措置に係る期間の

延長等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果

可決（附帯決議が付された。） 
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○ 審査経過 

提出日 

令和 
 2. 3. 3

衆議院 

趣旨説明

5.14 

衆・委員会 

付託日

5.14

提案理由

5.14

質疑

5.19
5.21

議決日 

結 果 

5.21 

可決(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新) 

(反-共産) 
(附) 

衆・本会議 

議決日

結 果

5.22
可決 

参・委員会 

議決日 

結 果 

震災復興特
6. 3 
可決 

(附) 

参・本会議 

議決日 

結 果 

6. 5 
可決 

公布日 

番 号  
 

 
 

  

 

 

 
 

 
 

6.12 
法46号 

 

 

 

被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法第２

号） 

○ 要旨 

被災者の居住の安定の確保による自立した生活の開始の支援等の充実を図るため、被災

者生活再建支援金の額を引き上げるとともに、被災者生活再建支援金の支給に係る国の補

助の割合を引き上げる等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

6.17 
閉会中審査 

   

 

 

 

東日本大震災復興特別区域法の一部を改正する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法

第４号） 

○ 要旨 

復興整備事業の円滑化及び迅速化を図るため、被災関連都道県知事の所轄の下に用地委

員会を設置するとともに、補償金の予納に基づく権利取得裁決前の土地の使用等を内容と

する土地の収用又は使用に係る特別の措置の創設等をするもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日
結 果

6.17 
閉会中審査 
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東日本大震災からの復興の推進のための相続に係る移転促進区域内の土地等の処分の円滑化に

関する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法第５号） 

○ 要旨 

東日本大震災からの復興の推進に寄与するため、遺産の分割を円滑に行うための情報の

提供等及び不在者財産管理人に関する民法等の特例等について定めることにより、相続に

係る移転促進区域内の土地等の処分の円滑化を図るもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

6.17 
閉会中審査 

   

 

 

 

災害弔慰金の支給等に関する法律の一部を改正する法律案（金子恵美君外６名提出、第198回

国会衆法第36号） 

○ 要旨 

災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給について、国による支給基準の作成及び公表に関

する規定を設ける等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.21) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

6.17 
閉会中審査 

   
 

 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 被災した子供に対する心のケア等の取組状況 

・ 国内外における風評被害対策の取組 

・ 福島県双葉郡８町村周辺における高校教育段階での学びの場を広げていくため、高校

の在り方を柔軟に検討する必要性 

・ 福島イノベーション・コースト構想の中の浜通り地域に設置される国際教育研究拠点

の組織形態についての現時点での検討状況 

・ 復興庁の組織が存続する間にこれまでの復旧・復興事業を検証し教訓を継承していく

必要性 

・ 中間貯蔵施設に貯蔵されている除去土壌の再生利用の在り方 
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・ 土地区画整理事業の遅れ等の地域の実情を踏まえて、東日本大震災に係る固定資産税

の減免の特例措置延長等の対応をしていく必要性 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大による被災地への影響 

 

 

（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 

 2. 5.21 

東京電力ホールディングス株式会社代表

執行役社長 
小早川智明君 

復興庁設置法等の一部を改正する法

律案（内閣提出） 
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衆議院  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 質疑 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 

     

 

 

 

【第202回国会】 

（1）委員名簿（45人）

委員長 伊藤  也君 自民 

理 事 小里  泰弘君 自民      理 事 小田原  潔君 自民 

理 事 冨樫  博之君 自民      理 事 根本   匠君 自民 

理 事 落合  貴之君 立国社     理 事 谷田川  元君 立国社 

理 事 浮島  智子君 公明 

あべ  俊子君 自民          青山  周平君 自民 

安藤  高夫君 自民          安藤   裕君 自民 

伊藤 太郎君 自民          上杉 謙太郎君 自民 

鴨下  一郎君 自民          神田   裕君 自民 

菅家  一郎君 自民          木村  次郎君 自民 

黄川田 仁志君 自民          国光 あやの君 自民 

小寺  裕雄君 自民          古賀   篤君 自民 

佐々木  紀君 自民          津島   淳君 自民 

中曽根 康隆君 自民          藤原   崇君 自民 

古川  禎久君 自民          穂坂   泰君 自民 

本田  太郎君 自民          宮澤  博行君 自民 

川   赳君 自民          阿久津 幸彦君 立国社 

小熊  慎司君 立国社         岡本 あき子君 立国社 

金子  恵美君 立国社         岸本  周平君 立国社 

玄葉 光一郎君 立国社         近藤  和也君 立国社 

階    猛君 立国社         矢上  雅義君 立国社 

山崎   誠君 立国社         國重   徹君 公明 

高木 美智代君 公明          高橋 千鶴子君 共産 

杉本  和巳君 維新   

（2）設置の目的

東日本大震災からの復興に当たり、その総合的対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案は、議員提出法律案４件（継続審査）で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法第２

号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査

○ 審査経過 

提出日

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会 

付託日 

令和 
 2. 9.17

衆・本会議

議決日 

結 果 

9.18 
閉会中審査 
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東日本大震災復興特別区域法の一部を改正する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法

第４号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 

30. 3. 7) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2. 9.17 

  

衆・本会議

議決日
結 果

9.18 

閉会中審査 
   

 

 

 

東日本大震災からの復興の推進のための相続に係る移転促進区域内の土地等の処分の円滑化に

関する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法第５号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2. 9.17 

  

衆・本会議 

議決日 
結 果 

9.18 
閉会中審査 

   

 

 

 

災害弔慰金の支給等に関する法律の一部を改正する法律案（金子恵美君外６名提出、第198回

国会衆法第36号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.21) 

衆・委員会 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 2. 9.17 

  

衆・本会議 

議決日 

結 果 

9.18 
閉会中審査 
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衆議院  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 質疑 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 

     

 

 

 

【第203回国会】 

（1）委員名簿（45人）

委員長 根本   匠君 自民 

理 事 小田原  潔君 自民      理 事 菅家  一郎君 自民 

理 事 田中  和德君 自民      理 事 橘  慶一郎君 自民 

理 事 冨樫  博之君 自民      理 事 金子  恵美君 立民 

理 事 山崎   誠君 立民      理 事 高木 美智代君 公明 

青山  周平君 自民          秋本  真利君 自民 

安藤  高夫君 自民          安藤   裕君 自民 

伊藤 太郎君 自民          伊藤  也君 自民 

上杉 謙太郎君 自民          小里  泰弘君 自民 

鴨下  一郎君 自民          神田   裕君 自民 

木村  次郎君 自民          黄川田 仁志君 自民 

国光 あやの君 自民          小寺  裕雄君 自民 

古賀   篤君 自民          津島   淳君 自民 

中曽根 康隆君 自民          藤原   崇君 自民 

穂坂   泰君 自民          本田  太郎君 自民 

三谷  英弘君 自民          宮澤  博行君 自民 

阿久津 幸彦君 立民          伊藤  俊輔君 立民 

小熊  慎司君 立民          岡本 あき子君 立民 

玄葉 光一郎君 立民          階    猛君 立民 

関  健一郎君 立民          矢上  雅義君 立民 

山川 百合子君 立民          浮島  智子君 公明 

國重   徹君 公明          高橋 千鶴子君 共産 

森   夏枝君 維新          岸本  周平君 国民 

（2）設置の目的

東日本大震災からの復興に当たり、その総合的対策を樹立するため 

（3）議案審査

付託された議案は、議員提出法律案４件（継続審査）で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

被災者生活再建支援法の一部を改正する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法第２

号） 

○ 要旨

（第201回国会参照） 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過 

提出日

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会 

付託日 

令和 
 2.10.26

衆・本会議

議決日 

結 果 

12. 4 
閉会中審査 
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東日本大震災復興特別区域法の一部を改正する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法

第４号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 

30. 3. 7) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2.10.26 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

12. 4 

閉会中審査 
   

 

 

 

東日本大震災からの復興の推進のための相続に係る移転促進区域内の土地等の処分の円滑化に

関する法律案（階猛君外５名提出、第196回国会衆法第５号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 
30. 3. 7) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 

令和 
 2.10.26 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

12. 4 
閉会中審査 

   

 

 

 

災害弔慰金の支給等に関する法律の一部を改正する法律案（金子恵美君外６名提出、第198回

国会衆法第36号） 

○ 要旨 
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（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 令和３年度以降も「ふくしま森林再生事業」を継続していく必要性 

・ 今後の災害からの復旧復興に活用するため、復興の取組で得られた復興庁のノウハウ

を関係行政機関と共有していく必要性についての復興大臣の見解 

・ 福島県浜通り地域に整備が予定されている国際教育研究拠点の整備に向けた今後の具

体的な進め方 

・ 帰還困難区域の特定復興再生拠点区域外における対応方針 

・ 多核種除去設備等処理水（ＡＬＰＳ処理水）の処分方法決定の適切な時期 

・ 人口減少等の地域課題の解決のためにＮＰＯ法人をより支援すべきであることについ

ての復興大臣の見解 

・ 被災者支援の今後の具体的な強化の方向性 

・ 復興五輪成功に向けての復興大臣の決意 

 

（5）参考人  
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東京電力ホールディングス株式会社代表

執行役副社長 
文挾 誠一君 
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